
令和６年度における
沖縄振興予算増額確保に向けた取組

令和７年３月
沖縄県



現状・課題
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沖縄振興予算総額については、平成26年度の3,501億円をピークに減少が続いているが、国直轄事業の額
については、那覇空港滑走路増設事業終了後も1,200億円から1,300億円台とほぼ横ばいで推移。

沖縄振興予算の推移
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・ 地方向け補助金（特に沖縄振興一括交付金（同交付金は、沖縄振興公共投資交付金（以下、「ハード交付金」と
いう。）及び沖縄振興特別推進交付金（以下、「ソフト交付金」という。）のことを指す）の減額により、新規事業の先
送り、継続事業の事業期間の延長など各分野において影響が生じている。
・ 中でもハード交付金の減額に伴い、あらゆる分野で事業の進捗に遅れが生じ、地域の発展等に影響が出ている。

地方向け補助金の減額の影響（公共事業関係費等の推移）
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取組の概要・成果
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令和７年度沖縄振興予算の要請に係る説明のポイント

関係要路に向けて、以下の点を重点的に説明した。

・沖縄振興予算のうち、国直轄分の額は横ばい、地方向け補助金の額は減額基調で推移

・国の防災・減災、国土強靱化関連を含めた公共事業費の増額傾向に対して、ハード
交付金は減額傾向

・ハード交付金の減額による具体的な影響と減額にかかる市町村の意見

・ソフト交付金を活用した沖縄の特殊性に起因する不利性の解消や、重要課題の解決
に向けた取組
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離島航空路チャーター運航支援街路整備（龍潭線） 西普天間地区



全41市町村長との意見交換を踏まえ、沖縄振興予算の確保に向け認識を共有したうえで、
諸課題に対する「沖縄の声」を、内閣府沖縄担当大臣や沖縄振興調査会など関係要路へ
要請。

〇６月 県と全41市町村において令和７年度沖縄振興予算の確保に向けて認識を共有する
とともに、市町村の意見を関係要路に伝えるため、市町村意見交換会を開催

※ 市町村の意見を丁寧に聞き取ることができるよう、３回に分けて意見交換会を開催

〇７月 内閣府沖縄担当大臣に対して沖縄振興一括交付金の増額確保に係る要請

〇８月 内閣府沖縄担当大臣及び関係要路に対して沖縄振興予算の増額確保に係る要請
※ ７月～８月の要請と併せて、沖縄振興調査会会長をはじめとする関係要路に対して
ハード交付金の減額の影響事例を説明

〇10月 内閣府沖縄担当大臣に対して、沖縄振興予算確保についての要請（来沖時）
内閣府沖縄担当大臣に対して、国の総合経済対策に係る、ハード交付金を含む
防災・減災、国土強靱化に向けた十分な財政措置について要請

〇11月 内閣府沖縄担当大臣に対して、沖縄振興予算確保についての要請
立憲民主党沖縄協議会において、沖縄振興予算の所要額確保の必要性を説明

令和７年度沖縄振興予算の確保に向けた要請活動
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6月 市町村意見交換会

11月 国庫要請（伊東大臣に対して）

8月 国庫要請（自見大臣に対して）



沖縄振興公共投資交付金に係る
予算減額の主な影響事例
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予算減額影響のポイント
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ハード交付金を含むいわゆる公共事業は、国直轄事業、県事業、市町村事業

が一体的に整備されることでその効果が相乗的に発現するものと考えているが、
ハード交付金の予算減額により、以下のような影響が生じている。

〇社会資本整備（道路）
ハード交付金は、緊急性の高い安全・安心や渋滞緩和の他、地域住民の多様なニーズに
対応するための事業等に活用されているが、近年、予算が減少傾向にあることから、事業効果
の発現までに長期間を要している状況

〇農業生産基盤整備
近年、減少傾向が続いているハード交付金では、小規模離島等の受益面積の小さい農業
生産基盤整備の計画的執行ができず、農家の所得向上効果の発現が遅れている状況

〇学校施設環境改善
投資補助事業（築35年未満）の関連整備として、ハード交付金を優先的に配分せざるを得ず、
それ以外の箇所（築35年以上の危険改築事業）について計画的な執行ができず老朽化が進ん
でいる状況



国直轄事業等と沖縄振興公共投資交付金の関係
（社会資本整備(道路)）
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国直轄事業等と沖縄振興公共投資交付金の関係
（農業生産基盤整備）
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国直轄事業等と沖縄振興公共投資交付金の関係
（学校施設環境改善）
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【事業概要】

（港湾改修事業等：中城湾港（泡瀬地区）） 事業分野：港湾

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

○事業名
・港湾改修事業

・緑地等施設整備事業

○地区名
・中城湾港（泡瀬地区）

○事業概要
・総事業費 ： 21,845 百万円

（うち国費 ： 13,151 百万円)

・事業主体 ： 沖縄県

・事業期間 ： 平成13年度～令和13年度

・整備目的 ：

中城湾港（泡瀬地区）整備イメージ図 （沖縄市）

●スポーツコンベンション拠点の形成

●人々の交流や新たな雇用等による

地域活性化

事業目的

●事業の進捗遅れ
●埋立完成遅れ（R7年⇒ R11年）
⇒事業効果の発現が遅れる

地域振興に係る影響

減額の影響

施設の完成及び供用開始に
遅延が生じ、事業効果発現が
遅れている。

予算減額の影響

沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

沖縄県

中城湾港
（泡瀬地区）

沖縄本島中部東海岸地域の
活性化を図るため、国・県・沖縄
市が協力して取り組んでいる事
業で、スポーツを中心とした商
業や宿泊、海洋レジャーなどを
展開するスポーツコンベンショ
ン拠点の形成を図るものである。

【沖縄市長からの県事業の推進に関する要請（令和５年２月１４日）】

（国費・百万円）

約3,000人の雇用の創出
（沖縄市の就業人口（H28年度推計）の約６％に相当）

【開発が稼働した場合】

沖縄市内への経済効果（波及効果）
※沖縄市算出

工事が発注できず

施設整備が行えない!

（ 配分額／要望額 ）

補正
900
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【事業概要】

○事業名

・沖縄振興公共投資交付金(道路)

〇路線名

・一般県道石垣空港線

○事業概要

・総事業費： 22,400,000千円

（うち国費： 20,160,000千円)

・事業期間 ： 平成21年度～

・事業規模：延長8.9km（電線共同溝3.5km）

空港と市街地を結ぶアクセス道路として整
備を進めており、八重山圏域における物流及
び交流の活性化、観光振興に寄与するもの
である。

緊急輸送道路として、災害時の救援物資等
の輸送機能確保を図るとともに、無電柱化に
よる電柱倒壊リスクへの対応も図る。

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

（石垣空港線）
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：道路

予算減額の影響

要望額が確保できない場合、供用開始に遅れが生じ、
事業効果の発現が遅れる。
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石垣空港線

供用開始の遅れ

N

轟川

宮良川

大浜
宮良

白保
真栄里

新石垣空港

暫定供用
2/4車線
1.8km

供用済 3.5km未供用 3.6km

八重山病院

石垣市役所

国道390号

下田原大橋

平得交差点

○八重山圏域の観光振興
○災害時の輸送機能確保
○無電柱化によるライフライン
の確保

事業目的

大規模災害時に電柱倒壊のリスク

ライフラインの確保に影響が生じる

国道390号（大浜）の冠水 宮古島の事例

国道390号では度々冠水が発生

代替路の確保が図れない

八重山病院、市役所付近

八重山病院、市役所等、災害時の輸

送機能確保が図れない

【整備効果】

石垣空港から市街地へのアクセス

３９分 → ２３分

１６分短縮

石垣空港線 8.9km

↓石垣空港

高山橋
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【事業概要】

○事業名
総合流域防災事業

○地区名
河川改修（報得川）

○事業概要
報得川河川改修事業
総事業費：2,020,000千円
(うち国費 ：1,818,000千円）
事業期間：平成26年度

～令和15年度
R6年度 ：51,126千円
(うち国費 ：46,013千円)
護岸工、用地測量等一式

R5年度補正：61,000千円
(うち国費 ：54,900千円)
護岸工等一式

R5年度 ：90,000千円
(うち国費 ：81,000千円)
護岸工、詳細設計等一式

整備内容 ：河川改修により早
期に浸水被害の軽減を図る。

○浸水被害の状況
平成11年、19年、23年、令和
元年、２年、３年、４年に台風や
豪雨時に浸水被害が発生。

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

河川改修整備の遅れ

（総合流域防災事業：河川改修（報得川））
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：治水

予算減額の影響

ハード交付金を活用し、河川改修事業を予定し

ていたところ、予算の減額の影響を受け、工事や

設計を先送りせざるを得ないため、事業進捗の

遅れが生じている。

○大雨時に河川が氾濫しないように
河川幅を大きくするための河川改修事
業の進捗が遅れる。

○大雨時に河川が氾濫してしまい、浸
水被害が発生する恐れが生じる。

報得川 平成23年11月 東風平中学校浸水被害

報得川 令和４年５月 氾濫状況報得川 令和５年３月 平常時
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【事業概要】

○事業名

・沖縄振興公共投資交付金事業費（街路）

○路線名

・都市計画道路 龍潭線

○事業概要

・総事業費： 11,237,000千円

（うち国費： 10,113,300千円)

・事業主体 ： 沖縄県

・事業期間 ： 平成11年度～令和8年度

（事業進捗状況により延伸する場合がある）

・整備内容 ： 都市計画道路の車線拡幅

・事業規模 ：Ｌ＝1.2ｋｍ Ｗ＝16ｍ（2車線）

・都市計画道路 龍潭線は、那覇市中心部

から主要観光地である首里城公園への交

通アクセスの要所となっており、今後予定

されている首里城正殿の復元（R8）に

合わせた事業進捗が求められる。

（沖縄振興公共投資交付金事業費（街路）：龍潭線）
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：道路

H27年度以降の予算減額の影響

事業に必要な予算が十分に確保できず工事進
捗が遅れており、首里城復興後の経済活動等
に影響が生じることが懸念される。

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

龍潭線 予算推移

首里城公園

首里駅首里高

未完成
（一部整備中を含む）

整備済

龍潭池

事業効果発現の遅れ

現状・課題

○観光地周辺の景観向上
○観光客・周辺住民の交通
利便性の確保

・観光地周辺で交通渋滞の悪化、観光体験の品質低下
・周辺住民の生活環境悪化
・災害発生時等緊急時の交通機能が確保できない

・令和８年度の首里城復興に合わせた環境整備が遅れる

○観光地周辺で
渋滞の慢性化

○観光客・周辺住民
の生活環境が低下

目的

完成イメージ
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【事業概要】

○事業名
・水利施設整備事業

（交付金事業）

○地区名
・城間第２地区（南大東村）

○事業概要
・総事業費：2,765,500千円

（うち国費：2,212,400千円)

・事業主体 ： 沖縄県

・整備内容 ： 農業用水源 1基

・事業期間 ：（当初）R2～R8

（変更）R2～R9

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

水源整備遅延による干ばつ被害

（水利施設整備事業（交付金事業）：城間第２地区（南大東村））
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：農業農村整備

予算減額の影響

交付額減額の影響により、R6.4月時点
の事業進捗率は当初50.0％の予定に
対し、11.7％となっており、事業効果発
現が遅れている。

◆本地区は、農業用水源が未整備のため、毎年のように干
ばつ被害を受けている。
◆干ばつの影響によりＲ５年度の南大東村全体の収穫量は
７万５千トンを見込んでいる。（R5.12.27 琉球新報）

水源（貯水池）整備状況

干ばつ時のかん水効果（事例：宮古島市）

かん水区 非かん水区

※H30年は記録的な干ばつがあった

事業実施による効果

農業用水源を整備することで、降雨がない時期にもかん水が
可能となり、農作物の収量・農業経営の安定化が図られる。

交付金減額による貯水池整備の遅れ
→事業効果発現の遅れ

整備後イメージ

水源・畑かん
整備済箇所

整備中箇所

未整備箇所

城間第２地区予算割当状況
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【事業概要】

○事業名
・農業集落排水事業

○地区名
・伊江（Ⅰ期）地区（伊江村）

○事業概要
・総事業費：4,000百万円

（うち国費：3,000百万円)

・事業主体 ： 伊江村

・事業期間 ： 令和２年度

～令和９年度

・整備内容 ： 汚水処理施設 一式

中継ポンプ施設 2箇所

管路施設 25.8km

伊江村

農業集落排水施設整備の遅延による影響

（農業集落排水事業：伊江（Ⅰ期）地区（伊江村））
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：農業農村整備

Ｒ２年度以降の予算減額の影響

【現状】
観光客等の流入人口が増加し、既存の具志排水浄化施
設の許容量を超えた状況。また、当該施設は竣工から
（H12）20年以上経過しており、老朽化が進行。

現状

供用開始の遅れ（R6年度→R9年度）

既設沈砂池アオコ発生状況

拡大図

赤線：管路
黄色塗箇所：受益地伊江港

既設沈砂池平常時

平常時

・雨天時には未処理水が集落の排水路から沈砂池等に
流入し、冠水やアオコ・臭気等の問題が発生

・既存施設は汚泥を島外の終末処理場へ搬出

処分費が年間約3,000万円となり、村財政の大きな負担

減額の影響

（国庫・百万円）

環境への影響事例

雨天時冠水状況

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

要望額に対する交付額の大幅減
額により、要望通りの予算配分が
できず、施設の整備及び供用開始
に遅延が生じ、事業効果発現が遅
れている。
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【事業概要】

○事業名
・学校施設整備補助事業（危険改築）

○地区名（高校名）
・名護市（名護高校）

○事業概要
・総事業費：789,725千円
（うち国費：467,426千円)
・事業主体 ： 沖縄県
・事業期間 ： 令和８年度～９年度
・整備内容 ： 学校施設2,250㎡

【主な整備実績】
・那覇みらい支援学校（新設）
Ｒ１～Ｒ２ 国庫869,029千円

・陽明高校、陽明高等支援学校（校舎）
危険改築、新増築
Ｒ２～Ｒ５ 国庫2,218,236千円

・開邦高校、開邦中学校（校舎）
危険改築、新増築
Ｒ２～Ｒ６ 国庫1,668,412千円

【主な整備予定】
・普天間高校（校舎）危険改築
Ｒ７～Ｒ８ 国庫1,554,521千円

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

（学校施設整備補助事業：名護高校）
沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例

事業分野：学校改築等

H27年度以降の予算減額の影響

名護市

〇名護高校屋内運動場危険改築工事

危険改築工事先送りによる危険建物の存続

○名護高校屋内運動場
・築42年経過（昭和57年
/1982年完成）

当初計画では令和元年度着工を予定していた
が、一定の事業費が確保できず、令和６年４月
現在着工ができていない。

屋内運動場外観

代表的事例①

劣化による影響
・外壁の剥離等により、生徒へ危険を及ぼす
・学習機会や部活動等の場が失われる恐れ
・災害時の避難場所として利用できない恐れ

生徒等の安全・安心の確保のため、危険建物の改築が
必要である。

代表的事例②

県立学校施設整備に係る要望額及び配分額の推移

ひび割れ・コンクリート強度低下

コンクリートの剥離・落下
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10,400 10,976
13,613 13,675 13,633

16,641 16,981 17,213

13,209

9,047
10,957 11,301 11,913

8,798
10,201

8,981 9,124 9,758 9,135 8,349
6,424

4,212 3,42084.6% 92.9%
66.0% 66.7% 71.6% 54.9% 49.2% 37.3% 31.9% 37.8% 0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

300.0%

0

5,000

10,000

15,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

百万円
要望額
当初予算額
措置率

（沖縄水道水源開発等施設整備事業）

沖縄振興公共投資交付金に係る予算減額の影響事例
事業分野：水道

水道施設の整備遅延による安定供給への懸念（断水発生、災害時の被害長期化）

ハード交付金の要望額と措置状況の推移 ※H29年度以降、要望額と当初予算額が乖離

・現在においても、本土復帰前に整備
された米国規格の管路が残っており、
老朽化の進行や耐震性に課題があり、
県民生活や産業活動へ影響を及ぼ
す懸念

・令和５年の台風第６号襲来時の電
力会社の停電時（43時間）に、更新
が遅れているポンプ場の自家発電
設備の故障により、宜野湾市 及び
中城村の一部で断水（11時間）

【事業概要】

○事業概要

＜ハード交付金事業計画（H23～R13：21年）＞

・総事業費： 2,612億円 （うち国費： 2,017億円)

【R7以降： 1,085億円 （うち国費： 874億円）】

【沖縄本島の課題】
１．河川の規模が小さく、多くの河川等から取水
２．水源地（北部）と消費地（中南部）が遠い
３．全国と比べ多くの施設が必要

ダム

取水施設

導水施設

浄水施設

送水施設

凡 例

(3)浄水施設・(4)送水施設

比較企業局全国施設の種類

2.1倍700.5km326.2km管路延長
3.8倍268台71台ﾎﾟﾝﾌﾟ台数
3.6倍25池7池調整池数

(1)取水施設・(2)導水施設

※R７～R９平均所要額
約114億円／年

石川～上間送水管（1966年建設）完了８年遅れ

既設管老朽化状況
（漏水発生状況）

耐震管
布設状況

※本土復帰前の昭和
40年代に建設された
米国規格管路

（基幹管路
の耐震性
向上）

【離島８村の課題】
・沖縄本島から距離があり、
散在する離島ごとに浄水場の
整備が必要（施設合理化が困難）

※地理的・自然的事情
に起因して離島の
水道は本島以上に
高コスト構造 離島の水源(伊是名) 海水淡水化施設

※沖縄本島の給水量のうち、
約92％が企業局の水道用水
（都市部の中南部は100％）
※広域的な水道施設の整備は
進んでいるが、多くの施設を
必要とする不利性を
抱えている

※全国値は府県営水道用水供給
事業の平均値

施設規模の比較

離島水道広域化施設（2016～2028年 整備中）

新垣増圧ポンプ場（1992年建設）完了６年遅れ

建屋（外観） 建屋内（ポンプ室） 自家発電設備（制御盤）

具
体
的
な
県
民
生
活
等
へ
の
影
響

・離島地域（水道広域化）を含めた将来
にわたる水道の安定供給を通じて、
離島振興や県経済の持続ある発展
を支えるため、沖縄振興の基盤とな
る強靭なライフライン（水道）の構築
が必要

新設浄水場（伊是名）

※本島の運営基盤を
活かして離島へ
水道用水を供給

-19-



要請の成果
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令和７年度沖縄振興予算に係る要請の成果
令和７年度沖縄振興予算は、ハード交付金が約10年ぶりに増額、約380億円が計上され、総額は2,642億円と
なったほか、令和６年度の補正予算として、ハード交付金が約62億円、防災・減災、国土強靱化関連予算として
約178億円が措置されるなど、沖縄振興関連予算として約280億円が計上された。

公立北部医療センター
完成イメージ
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中城湾港（泡瀬地区）埋め立て
完了イメージ

企業局水道事業事例

老朽化した送水管 耐震管布設状況

沖縄都市モノレール整備



令和７年度沖縄振興予算に係る要請の成果（ソフト交付金）

令和７年度の沖縄振興特別推進交付金は、これまで同交付金で実施してきた沖縄離島住民交通コスト負担軽減
事業、農林水産物条件不利性解消事業、駐留軍用地跡地先行取得事業費が別立てで個別補助事業として予算化さ
れた上で、約342億円が計上された（県分171億、市町村分171億で配分）。

沖縄空手振興

子育て総合支援事業（無料塾）

航空関連産業

大東地区情報通信基盤整備
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R８に向けた取組
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令和８年度沖縄振興予算の増額確保に向けて
○令和７年度の沖縄振興予算については、ハード交付金が増額されるなど、
総額2,642億円が確保されたものの、県及び市町村の要望額と未だに乖離が
あることから、引き続きあらゆる機会を捉え、沖縄振興予算の増額確保に
取り組む必要がある。

○そのため、令和８年度沖縄振興予算の必要額確保に向けては、全41市町村
及び内閣府とも意見交換を重ねたうえで、内閣府沖縄担当大臣をはじめとする
関係要路に対し要請を行う方針。

○その際、より沖縄の声を効果的に発信するために、県と市町村との共通の
思いである沖縄振興予算、とりわけ沖縄振興一括交付金の増額確保を
どのように実現していくかについて、市町村の意見も聞きながら検討していきたい。
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参考資料
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令和７年度国庫要請の取組実績
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関連リンク

内閣府沖縄振興局HP 沖縄振興予算・決算（令和７年度当初予算）

令和７年度沖縄振興予算概算決定額等
https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2024/r7_yosan.pdf

令和７年度沖縄振興予算概算決定にかかる伊東大臣コメント
https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2024/r7_yosancomment.pdf

令和７年度沖縄振興予算概算要求・要望
https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2024/r7_gaisanyoukyu.pdf

令和７年度沖縄振興予算概算要求・要望にかかる自見大臣コメント
https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2024/r7_gaisancomment.pdf
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